
 

砂山地域まちづくり協議会規約 

平成 24 年３月 ９日制定 

平成 28 年４月 13 日改正 

令和６年４月 18日改正 

 

（目的） 

第１条 本会は、砂山地域に暮らす住民が地域の個性や課題をお互いに話し合い、協 

力して取り組むことで、住みやすい地域を形成していくことを目的とする｡ 

（名称） 

第２条 本会は、砂山地域まちづくり協議会（以下「協議会」という。）と称する。 

（事務所及び所在地） 

第３条 本会の事務所は、村上市役所神林支所地域振興課自治振興室に置く。また、 

本会の所在地は、事務所の所在地と同じ村上市岩船駅前 56 番地に置く。 

（事業） 

第４条 本会は、第１条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行う｡ 

(1)  地域の課題解決、地域振興及び住民交流に関すること。 

(2)  健康及び福祉の増進に関すること。 

(3)  安全及び安心に関すること。 

(4)  環境の保全及び改善に関すること。 

(5)  地域資源の有効活用に関すること。 

(6)  地域の産業振興に関すること。 

(7)  その他、まちづくりに関し、特に必要なこと。 

（構成） 

第５条 本会は、砂山地域に居住する人及び砂山地域で事業を実施する個人若しくは 

法人又は砂山地域で活動する各種団体（以下「構成員」という。）をもって構成する。 

（代議員及び役員の選出） 

第６条 本会は、集落区長（以下「区長」という。）から別表１のとおり代議員及び役 

員の選出を受ける。ただし、別表１の人数には、できる限り区長を含むものとする。 

（役員） 

第７条 本会に次の役員を置く｡ 

(1)  会長 １名 

(2)  副会長 １名 

(3)  監事 ２名 

(4)  運営委員 12 名 

２  会長、副会長及び監事は、役員会において選出し、総会の承認を得る｡運営委員は 

役員として区長から選出された者で会長、副会長以外の者があたる。 



 

 

（役員の職務） 

第８条 会長は、本会を代表し、会務を総括する｡ 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故その他やむをえない事情により職務を遂行 

できないときは、その職務を代行する。 

３  監事は、本会の事業及び会計の執行状況を監査し、総会に報告する｡ 

４  運営委員は、本会の運営について審議する。 

（役員の任期） 

第９条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任は妨げない。 

２  補欠により選出された役員の任期は、前任者の残任期間とする｡ 

３  役員は、任期終了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行う。 

（代議員） 

第 10 条 代議員は、通常総会及び臨時総会において役員会が提案する議題を審議し、 

議決する。 

２  代議員の任期は１年とする。ただし、再任は妨げない。 

３  補欠により選出された代議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会議） 

第 11 条 本会の会議は、総会、役員会及び連絡会議とする。 

（総会） 

第 12 条 総会は、構成員で参会した者及び代議員をもって構成する最高の議決機関で 

あり、本規約に定める事項のほか、本会の目的を達成するために必要な事項を審議 

決定する。 

２  総会は、通常総会及び臨時総会とし、会長が招集する。 

３  通常総会は、毎年度１回開催し、臨時総会は、会長が必要と認めたとき、又は、 

代議員の３分の１以上の請求があった場合に開催するものとする。 

４  総会の議長は、総会において代議員のうちから選出する。 

５  総会は、役員及び代議員のそれぞれ２分の１以上の出席により成立するものとす 

る。 

６  総会の議事は、代議員の過半数で議決し、可否同数のときは、議長の決するとこ 

ろによる。 

７  総会は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

(1) 地域まちづくり計画の策定及び変更に関すること。 

(2) 規約の制定及び改正に関すること。 

(3) 会長、副会長及び監事の承認に関すること。 

(4) 事業計画、事業報告、予算及び決算に関すること。 

(5) その他、重要事項に関すること。 



 

 

（総会の議事録） 

第 13 条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな 

い。 

(1) 日時及び場所 

(2) 代議員出席者数、参会構成員数及び役員出席者数 

(3) 開催目的、審議事項及び議決事項 

(4) 議事の経過の概要及びその結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録は、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名押 

印し、事務所に備え付けておかなければならない｡ 

（役員会） 

第 14 条 役員会は、総会に付議する事項及び本会の運営に関する事項を審議、決定す 

る。 

２ 役員会は、会長、副会長及び運営委員をもって構成し、会長が必要に応じ招集し、 

議長となる。 

３ 役員会は、役員会を構成する者の２分の１以上の出席により成立するものとする。 

４ 協議会に、事業実施のための検討部会を設置することができる。検討部会の会務 

は、役員会で別に定める。 

（連絡会議） 

第 15 条 連絡会議は、事業について各集落と、必要な事項を協議することを目的とし、 

会長が必要に応じ招集できるものとする。 

２ 連絡会議の構成は、事業に応じて役員会で決定し、会長が議長となる。 

３ 連絡会議は、参集依頼した構成員の２分の１以上の出席により成立するものとす 

る。 

（事務局） 

第 16 条 本会の円滑な運営及び事業実施に資するため、事務局を置く。 

２ 事務局は、神林支所地域振興課自治振興室に置く。 

３ 事務局は、会務及び会計を掌握する。 

（会計） 

第 17 条 本会の運営等に係る経費は、地域まちづくり交付金、補助金、委託料及びそ 

の他収入をもって充てる。 

２ 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月 31 日に終わる｡ 

（事業計画及び収支予算） 

第 18 条 本会の事業計画及び収支予算は、役員会の承認を得た後、総会の議決を得な 

ければならない。 



 

 

（監査） 

第 19 条 会長は、事業年度終了後、事業報告書、収支決算書及び基金台帳を作成して 

監事に提出し、その監査を受けなければならない。 

２ 監事は、前項の書類を受領したときは、これを監査し、監査報告書を作成して会 

長に報告するとともに、会長はその監査報告書を総会に提出しなければならない。 

（書類及び帳簿の備付け） 

第 20 条 本会の事務所には、本会の事業実施に係る書類、収入及び支出に関する証拠 

書類並びに帳簿等活動に関する全ての書類を備え付け、公開するものとする。 

（その他） 

第 21 条 この規約に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、会長が役員 

会に諮り、別に定める。 

 

附 則 

この規約は、平成 24 年３月９日から施行する。 

改正後の規約は、平成 25 年４月９日から施行する。 

改正後の規約は、平成 29 年４月１日から施行する。 

改正後の規約は、令和６年４月 18 日から施行する。 

 

 

別表１（第６条関係） 

 

集 落 
代議員として選出 

する人数 

役員として選出 

する人数 

牛屋 ４名 ２名 

福田 ４名 ２名 

北新保 ４名 ２名 

長松 ２名 ２名 

赤松 ３名 ２名 

塩谷 ６名 ４名 

合計 23 名 14 名 

 


